
　秋田市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　令和６年７月１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　穂　積　　　志　　　　　 

 

秋田市条例第50号 

 

　　　秋田市市税条例の一部を改正する条例 

　秋田市市税条例（昭和25年秋田市条例第36号）の一部を次のように改正

する。 

　第42条中「第64条第４項」を「第152条第５項」に改める。 

　第130条中「第701条の12第５項又は第701条の13第４項」を「第701条の

12第７項又は第701条の13第５項」に改める。 

　附則第６条の８の２中第13項を削り、第12項を第13項とし、同条第11項

中「附則第15条第25項第３号イ」を「附則第15条第25項第４号イ」に改め、

同項を同条第12項とし、同条第10項中「附則第15条第25項第２号イ」を

「附則第15条第25項第３号イ」に改め、同項を同条第11項とし、同条第９

項の次に次の１項を加える。 

10　法附則第15条第25項第２号に規定する設備について同号に規定する条

例で定める割合は、７分の６とする。 

　附則第６条の８の２第14項中「附則第15条第33項」を「附則第15条第32

項」に改め、同条第15項中「附則第15条第38項」を「附則第15条第37項」

に改め、同条中第19項を第20項とし、第18項を第19項とし、同条第17項中

「附則第15条第43項」を「附則第15条第42項」に改め、同項を同条第18項

とし、同条第16項中「附則第15条第42項」を「附則第15条第41項」に改め、

同項を同条第17項とし、同条第15項の次に次の１項を加える。 

16　法附則第15条第38項に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

　附則第６条の８の３中第14項を第15項とし、同条第13項中「附則第７条

第17項」を「附則第７条第18項」に改め、同項を同条第14項とし、同条第



12項中「附則第７条第16項各号」を「附則第７条第17項各号」に改め、同

項を同条第13項とし、同条第11項中「附則第７条第11項各号」を「附則第

７条第12項各号」に改め、同項を同条第12項とし、同条第10項中「附則第

７条第10項各号に規定する」を「附則第７条第11項各号に掲げる」に改め、

同項を同条第11項とし、同条第９項中「附則第７条第９項各号」を「附則

第７条第10項各号」に改め、同項を同条第10項とし、同条第８項中「附則

第７条第８項各号」を「附則第７条第９項各号」に改め、同項を同条第９

項とし、同条中第７項を第８項とし、第３項から第６項までを１項ずつ繰

り下げ、第２項の次に次の１項を加える。 

３　市長は、法附則第15条の７第１項又は第２項の認定長期優良住宅のう

ち区分所有に係る住宅については、前項の申告書の提出がなかった場合

においても、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成20年法律第

87号）第５条第４項に規定する管理者等から、法附則第15条の７第３項

に規定する期間内に施行規則附則第７条第４項に規定する書類の提出が

され、かつ、当該区分所有に係る住宅が法附則第15条の７第１項又は第

２項に規定する要件に該当すると認められるときは、前項の規定にかか

わらず、同条第１項又は第２項の規定を適用することができる。 

 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第42条の改正規定は、

令和７年４月１日から施行する。 

　（経過措置） 

２　令和２年４月１日から令和６年３月31日までの間に新たに取得された

地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定

による改正前の地方税法（昭和25年法律第226号。以下「旧法」とい

う。）附則第15条第25項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に

対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

３　平成29年４月１日から令和６年３月31日までの間に受けた旧法附則第

15条第32項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保



育施設の用に供する固定資産に対して課する固定資産税については、な

お従前の例による。 

４　都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第43号）

の施行の日から令和６年３月31日までの間に整備された旧法附則第15条

第39項に規定する滞在快適性等向上施設等の用に供する固定資産に対し

て課する固定資産税については、なお従前の例による。


